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研究成果の概要（和文）：本研究では、これまで十分に注目されてこなかった学歴としての専修学校専門課程
（以下、専門学校）の効果を日本的な文脈への「埋め込み」を考慮しつつ計量的に検討した。総務省が実施する
基幹統計「就業構造基本調査」の2012年度版、2013年に実施されたESSM調査、2015年に実施されたSSM調査など
を用いた計量分析の結果、専門学校学歴は男性よりも女性において高校学歴と比べた場合の賃金への効果が大き
いこと、90年代前半を境に専門学校の位置づけが男性で変化したこと、女性における専門学校の効果の大きさの
背景には、配偶者収入の少なさが関わっている可能性などが明らかにされた。

研究成果の概要（英文）：This study aimed to clarify the effect of Senmon Gakko on status attainment 
considering institutional context of Japanese society by analyzing micro data of Employment Status 
Survey, Survey of Education, Social Stratification, and Social Mobility in Japan (ESSM2013) and The 
national survey of Social Stratification and social Mobility (SSM2015). Based on the analysis of 
these data, we found that the effect of Senmon Gakko on income is different between male and female,
 the meaning of Senmon Gakko has been changed for male after the early 1990s, and the strong effect 
of Senmon Gakko on income for female is related to low spouse's income.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は学歴としての専門学校に着目し、①性別による違い、②分野による違い、③時代による違いという相互
に関連しあう3点の課題を検討した。高校卒業後に専門学校に進学する生徒が2割に達する現状に比して、学歴と
しての専門学校の効果に関する実証研究は少なく、本研究は同分野において学術的に重要な貢献を成し遂げたと
いえる。また、専門学校が職業資格ともっとも密接に関連する学歴である以上、この学歴の検討は日本的雇用や
女性にとっての労働を問い直す契機となる上に、近年社会的に注目されている「日本の学校教育における職業的
レリヴァンスの欠如」に関する問題を議論する上で必要な論点を新たに提起することができた。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 社会階層論や教育社会学において、学歴としての専門学校は十分に検討されてこなかっ
た。たとえば「社会階層と社会移動調査」（SSM 調査）を用いた研究では、学校基本法第
一条に定められるいわゆる「正系」の一条校でないこともあり、専門学校卒業者の最終学
歴が高校として扱われてきた。専門学校が制度化されたのは 1976 年であり、大規模社会
調査データによる分析に耐えうるだけの卒業者が近年まで十分確保できなかったこともそ
の理由の 1 つとして考えられる。こうした事情により、学校基本調査などの集計データを
用いた間接的な検討（岩木・耳塚 1986 など）を除き、専門学校に関する計量研究は 2000
年代に入るまでほとんどおこなわれていなかった。 
近年の日本の教育における職業的レリヴァンスの欠如に対する厳しい批判や、高校卒業

後に専門学校に進学する生徒が 2 割に達している現状を鑑みれば、学歴としての専門学校
の特徴の効果を明らかにする意義は極めて大きい。こうした状況の中で、個票データを用
いて専門学校卒業者の特徴を検討した先駆的な研究として長尾（2008）と濱中（2008）を
挙げることができる。これらの研究は、出身階層、進学前の学力、卒業後の到達階層とい
う 3 つの観点において、専門学校卒業者が高卒学歴保持者と異なる特徴をもつことを明ら
かにしている。このことは、従来のように専門学校卒を高卒として扱うことが不適切であ
ることを示す。こうした研究の蓄積により、近年は専門学校卒業者を短大卒業者と合わせ
て「短期高等教育機関卒業者」として扱う研究が増えてきている。 
とはいえ、学歴としての専門学校に関する研究はまだ端緒についたばかりであり、十分

に明らかになっていないことが多い。とりわけ、①性別による違い、②分野による違い、
③時代による違いを解明することが望まれていた。 
 
２．研究の目的 
本研究では、これまで十分に注目されてこなかった学歴としての専修学校専門課程（以

下、専門学校）の効果を日本的な文脈への「埋め込み」を考慮しつつ計量的に明らかにす
る。専門学校は職業資格と密接に関連する学歴であり、この学歴の検討は、仕事が職務と
して定義されない「日本的雇用」や学校の職業的レリヴァンスの欠如、女性の働き方とい
った重要なテーマを社会学的に問題化することにつながる。 
 
３．研究の方法 
性別や時代ごとの変化に着目しながら、（1）専門学校の「効果」の客観的な解明、（2）

専門学校とライフコースの関連の検討、（3）専門学校の分野別検討という 3 つの方向から
検討をおこなう。データとしては、就業構造基本調査、ESSM 調査、SSM 調査などを用
いる。 
 

４．研究成果 
総務省が実施する基幹統計「就業構造基本調査」の 2012 年度版、2013 年に実施された ESSM

調査、2015 年に実施された SSM 調査などを用いた計量分析の結果、専門学校学歴は男性よりも
女性において高校学歴と比べた場合の効果が大きいこと、90 年代前半を境に専門学校の位置づ
けが男性で変化したこと、女性における専門学校の効果の大きさの背景には、配偶者収入の少
なさが関わっている可能性などが明らかにされた。 
専門学校が職業資格ともっとも密接に関連する学歴である以上、この学歴の検討は日本的雇

用や女性にとっての労働を問い直す契機となる上に、近年社会的に注目されている「日本の学
校教育における職業的レリヴァンスの欠如」に関する問題を議論する上で必要な論点を新たに
提起することができた。 
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